
1.背景と目的 
今日の建設副産物再資源化における環境も

大きく様変わりした。近年，指定建設副産物

における再資源化率が向上したことにより,我
が国における指定副産物の最終処分量が低下

し，建設廃棄物全体の最終処分量も著しく減

少している 1)。一方，建設混合廃棄物といっ

た再資源化が困難な建設副産物の最終処分量

においては，建設リサイクル法制定以前と比

較すると減少するどころか増加傾向にあると

いう報告 1)もあり，分別が困難な廃棄物に対

しての再資源化に向けた統括的な処理フロー

が必要であるといえる。 
 本研究では，首都圏に立地する異なる 2 つ
の構造体の解体事例を基に解体のプロセスを

経て生じた建設副産物の種類，排出量及び建

設副産物が運搬された中間処理施設立地を調

査することで建築物からの建設副産物排出基

準のモデルケース構築のための基礎資料とし

て検討し考察した継続研究 2)である。 
 
2. 調査方法 
2-1. 調査対象現場の工事概要 
本研究では，同規模で異なる構造躯体で建設

された 2 棟の大規模解体現場（以下事例現
場）を事例に分析した。工事概要は表 1 に示
すとおりである。 

2-2. 調査対象現場の周辺環境 
事例現場の周辺環境は，オープンスペースが

少なく周辺は既存の大規模ビルに囲まれてい

る市街地のため，隣接しているビルに対して

の工事中の騒音，資材搬入車，廃棄物収集車

による交通の妨げを考慮する必要がある。 
また，調査対象現場は，環境負荷低減に特に

力を入れている建築生産の場である。 
2-3. 建設副産物の調査項目と評価指標 
 現在，事例現場では廃棄物の処理及び清掃

に関する法律第十二条の三により，産業廃棄

物管理票（マニフェスト伝票）の管理と当該

マニフェストに関する報告書の提出が義務付

けられている。本研究では，調査対象現場で
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表１ 工事概要 

名称 Ａ現場 Ｂ現場 

建物規模 地下3階・地上9階・塔屋3階 地下4階・地上12階・塔屋2階 

杭及び基礎種別 深礎杭 直接基礎 

建物構造 SRC造 S造 
工期 5ヵ月 7ヵ月 

建築面積 2500㎡ 2100㎡ 
延床面積 31000㎡ 29000㎡ 
軒高 31ｍ 49ｍ 
高さ 42ｍ 56ｍ 
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★ 事例現場（2 件） 

図 1 対象現場 
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発行したこのマニフェスト伝票 SRC 造 2,766
枚および S造 1,525枚を基に分析を進める 

 
3.調査結果 

3-1. 事例現場から見る建設副産物排出量 
事例現場からは，トラック台数にして A 現

場では 1,525 台分，B 現場では 2,766 台分の建
設副産物が排出された。マニフェスト伝票に

記載された数量を基に建設副産物別に集計す

ると表 2および表 3のようになる。 
排出量は両現場ともにコンクリート塊が最

も多く，排出量の 9 割以上の重量を抱えてい
る。排出物品別の重量比較として図 2，図 3の
ように示すと，両現場ともコンクリート塊が

建設副産物全体の 9 割を占め，重量的にコン
クリート塊とその他の建設副産物で大きく二

分することができる。そのため，コンクリー

ト塊の重量において排出量比較では，両現場

とも構造別の比較の差異を発見しづらい。 

そこで，今日のコンクリート・アスファルト

塊における再資源化率を考慮すると，全国ベ

ース 3)においても 98.6％の再資源化が行われ
ているように，コンクリート塊の再資源化率

は 100％に近いことから，本研究では，コンク
リート塊を除外した残りの排出物品に着目す

ることで比較・考察をまとめることにした。 

3-2.構造躯体別排出量 

構造躯体別における排出量は質量としては

バラツキがあるため，1㎡当たりの容積として
SRC 造を表 4 に示す。SRC 造ではガラス・陶
磁器くずの排出量が多く，SRC 造内で解体分
別された石膏ボードや設備一般の建材からの

排出であり，次いで廃プラスチック，建設混

合廃棄物の順で排出されている。 

また，S 造では表 5 の示すように管理型混
合廃棄物の排出量が多かった。SRC 造と異な
り，建設混合廃棄物として処理してしまう建

材が多く，次いでガラス及び陶磁器くずと続

く結果になった。 

3-3 事例現場から排出される建設副産物のリサ

イクル率 

解体現場・建設現場における建設副産物の

処理には，中間処理施設においてリサイクル

されるケース，現場内利用によりリサイクル

されるケースの二通りがある。 

本事例では，中間処理施設におけるリサイ

表 2建設副産物排出量（A現場） 

A現場（SRC造）  

建設副産物 総合排出量（t） 

コンクリート塊 36363.6
ガラス・陶磁器くず 424.7
廃プラスチック類 60.48
木くず 0.3
管理型混合廃棄物 40.125
廃石綿 0.9
建設汚泥 3.7
その他 8.635

総排出量 36902.45

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 排出量内訳（A現場） 
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表 3建設副産物排出量（B現場） 

B現場（S造）  

建設副産物 総合排出量（t） 

コンクリート塊 7169.1
ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊                     241.0
ガラス・陶磁器くず 88.3 
廃プラスチック類 12.2
木くず 19.8
管理型混合廃棄物 124.5
廃石綿 22.5
その他 12.9

総排出量 7691.4
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 排出量内訳（B現場） 

コンクリートがら
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クル率に着目し，建設副産物の適正処理とし

て A現場・B現場合わせて中間処理施設 18施
設に運搬されていることを確認した。 

なお，受入れ先の中間処理施設は，東京圏内

であり，石綿といった処理基準が法律で定ま

っている建設副産物については，関東外の処

理施設まで処理されている(図 6)。 
 

4. 分析・考察 
4-1. 躯体別建設副産物排出量と種類 
 SRC 造の建設副産物の排出量は構造基盤で
あるコンクリート塊の排出量が多く，さらに

構造体の鉄骨が有価物になる割合が多い S 造
と排出量で比較すると SRC 造の建設副産物排
出量より少ないことが分かるが，双方のコン

クリート塊を比重から除くと排出量は近くな

る。よって，構造躯体別建設副産物の排出量

はコンクリート塊の質量比を除くと構造躯体

別の排出物品の比較が可能になる。 

躯体における質量比を 1 ㎡当たりの容積に
よる比較を行うと SRC 造は，ガラス及び陶磁
器くず，廃プラスチック，管理型混合廃棄物

の順に排出されており，割合としては，ガラ

ス及び陶磁器くずが排出量全体の約 8 割を占

める。一方，S 造は管理型混合廃棄物，ガラ
ス及び陶磁器くずの順に排出している。現在

の建設副産物の再資源化率において，管理型

混合廃棄物は，全国ベース 3)で 29.3%であり，
今後更なる再資源化の徹底が求められている

中で，重量比においては SRC 造に比べて軽量
であった S 造の排出量が排出物品別の割合に
置き換えると再資源化の困難な建設混合廃棄

物の重量が SRC 造よりも 3 倍近く多く排出さ
れている。つまり，再資源化率から照らし合

わせると，SRC 造は解体により発生した建設
副産物においては，排出量は多いが，物品ご

との再資源化率が比較的高く，解体後の建設

副産物のゼロエミッション化に近い処理が可

能である。その半面 S 造は躯体自体に有化物
が多く，建設副産物の排出量は少ないが，建

設混合廃棄物が建設副産物の割合の中で多い

ため，再資源化率が低く，解体後，一部の排

出部材に再利用が行われず最終処分場への流

通経路が生じてしまうと考えられる。 

4-2. 建設副産物排出量と静脈物流 

図 6 は，建設副産物の種類別に，事例現場
から運搬された中間処理施設の位置をプロッ

トし，事例現場を起点にした静脈物流の概略

表 4 延べ床あたりの建設副産物排出量 

（A 現場/ SRC 造） 

A現場（SRC造）   

建設副産物実績データ 単位

ガラス・陶磁器くず 0.0212 ㎥

廃プラスチック類 0.0215 ㎥

木くず 0.0001 ㎥

管理型混合廃棄物 0.0051 ㎥

廃石綿 0.0001 ㎥

建設汚泥 0.0001 ㎥

その他 0.0003 ㎥

総排出量 0.0483 ㎥

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 排出量内訳（A現場/ SRC 造） 

表 5 延べ床あたりの建設副産物排出量 

（B 現場/ S 造） 

B現場（S造）   

建設副産物実績データ  単位

ガラス・陶磁器くず 0.0048 ㎥

廃プラスチック類 0.0047 ㎥

木くず 0.0046 ㎥

管理型混合廃棄物 0.0173 ㎥

廃石綿 0.0026 ㎥

その他 0.0045 ㎥

総排出量 0.0385 ㎥

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 排出量内訳（B現場/ S 造） 
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を示したものである。事例現場より排出され

る建設副産物が運搬された中間処理施設まで

の全体の平均距離(石綿は除く)は SRC 造が
19.6㎞，S造は 24.4㎞であった。 
構造別での受入中間処理施設の差異は指定

副産物においては見られず，構造躯体別にお

ける静脈物流のフローは均一のものと考えら

れる。さらに，既往研究 1)においても上記 2
品目は排出現場に近い中間処理施設に流れて

いたことから，再資源化率の向上が求められ

るコンクリート塊の中間処理施設は比較的，

他品目を処理する中間処理施設より現事例場

に対して近距離に立地している業者に委託さ

れる傾向が強くみられる。そのため，首都圏

においてはコンクリート塊・建設発生木材の

リサイクル率は約 9 割まで，リサイクルされ
ている報告 4)があり，排出量が多い場合には

現場から近い距離にある中間処理施設を選択

する傾向が認められることは前研究同様，著

者ら 1) 5)の「輸送費指向」の静脈物流への図 5
より当てはめられるが，再資源化が困難な物

品に関しては，S 造の長距離化が表れ，再資

源化が不可能である石綿の処理フローをそれ

ぞれの静脈物流の平均距離に加えると SRC 造
が 29.6 ㎞，S 造が 71.1 ㎞と大きな差異がみら
れる。 

これは，リサイクルという概念が広く受け

入れられたこともあり，リサイクル施設は住

民による反対が小さい一方，人口密集地域の

首都圏においては，少なくても住民の半数は 4
㎞以上離れていないと施設立地には反対され

ること 6)から，首都圏で解体される建設副産

物の最終処分場は遠方への立地に制限され，

確立した輸送経路が策定出来ないのが現状と

してあげられる。 

 

おわりに 

以上，本研究では構造躯体別による各建設

副産物発生において，建設副産物排出量と建

設副産物の再資源化率にはバラツキがあり，

構造躯体によって再資源化率に差異が生じる

可能性を示した。また,それに伴い,低い再資

源化率や再利用が不可能な建設副産物の排出

物品数が多くなると,静脈物流においても長距

離化に影響を与えると指摘し,建設副産物静脈

物流における最適なシステムの構築のための

基礎資料としてまとめた。 
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■A現場（SRC造） ▲B現場（S造） 

図 6 事例現場における全建設副産物の処理フロー

 

― 276 ―


